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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究は、公営住宅の「住戸」を使用した地域福祉活動拠点を対象として、公営住宅管理主体と運
営者から、使用までの経緯や運営方法を明らかにし、福祉的利活用の基礎的知見を得て、利用者・団
地住民・地域住民の評価を含め、既存住戸を利活用した地域福祉拠点の展開に向けて、問題点や有効
性を明らかにした。 
１章では、合法的に住居用途外使用が可能な手法を把握するため、関係法令を確認し、グループホ
ーム等の使用、補助金適正化法に基づく目的外使用、地域再生計画における使用の３手法を本論文の
研究対象とした。２章では、公営住宅法４５条で使用が可能なグループホーム及びケアホーム等の使
用の中でも、使用戸数の多い大阪府営住宅を対象とした。ケアホームの使用が多く、隣接していない
２住戸を１ユニットとして構成している、その住戸間の距離は不安や不便が生じるが、団地住民と接
する機会が増え、リハビリテーションの効果が期待できる。障害の程度によるが、内部は軽微な改装
で運営が可能である。３章では、補助金適正化法に基づく目的外使用の中で、災害復興公営住宅にお
ける高齢者自立支援や見守り支援活動拠点として使用する神戸市営住宅を対象とした。「住戸活用型」
は、内装が親しみやすく設備が充実しており、小規模で多機能な支援活動の場が、迅速かつ低予算で
展開できる。他にも、設置場所や拠点の視認性、入室しやすい状況づくりなどの検討を指摘した。４
章では、補助金適正化法による目的外使用の中で、ＮＰＯ等が使用する大阪市営住宅を対象とした。
公的な場は利用者や周辺住民の理解や信頼を得やすく、利用料の安さや環境の良さといった利点があ
り、団地住民もコミュニティ活性化や地域住民との交流等の効果がみられる。５章では、地域再生計
画内の使用で、地域支援活動拠点として使用する兵庫県営住宅を対象とした。住民組織が主体のため、
高度な福祉サービスは実施できないが、支援は行事や見守りなど専門知識を必要としない基礎的な方
法で行われており、今後の地域福祉の推進に向けた福祉の基盤づくりの効果が期待できる。６章では、
公営住宅の住戸における福祉的利活用の成果と課題を明らかにした。１）公営住宅における住戸利活
用促進に関する考察では、管理主体が挙げた住戸利活用に対する消極要因をもとに、利活用促進への
考察を行った。今後は活用住戸指針等の作成や活用に対する意識の向上が求められる。２）福祉的住
戸利活用の効果と有効性では、拠点で行われる支援が及ぼす住民への影響や効果を考察した。３）公
営住宅の住戸を利活用した福祉的展開の可能性では、住戸利活用のマイナス面に関する改善点、拠点
に求められる空間条件をまとめ、地域福祉援助（岩間・原田 2012）の概念をもとに建築計画学の視
点による考察を行った。また、設置が求められる場所など、今後の地域福祉拠点の展開への方向性を
整理した。 
既存住戸・既存コミュニティを活かせる点が本研究の対象とした住戸利活用の利点である。支援の
実践や住民コミュニティの活性化により、団地再生の効果も期待できる。また、支援拠点の場の提供
や福祉意識の向上など、公営住宅の福祉的利活用は地域福祉の展開に大きく寄与することになると判
断できる。 
 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 第一に、住宅政策と福祉政策にまたがる公営住宅の福祉的利活用をとりあげた研究はこれまで見ら
れず、まずそこに新規性がある。 
 第二に、公営住宅における住戸利活用促進に関して、未利用管理主体が挙げた住戸利活用に対する
消極要因に対して、明快な根拠を示すことによって、未活用主体が挙げる消極要因を論破し、活用住
戸指針等の作成により、利活用は一気に進むことを示した。 
 第三に、福祉的住戸利活用の効果と有効性について、専門職による福祉サービスや対象者を限定し
た活用は「直接効果」が高く、支援や行事など団地住民を対象とした活用は２次的な「間接効果」と
して、コミュニティ活性化や団地再生の効果が期待でき、更に、住民が支援者や当事者と接すること
で不安の解消や安心感の向上、癒し、福祉意識の向上がみられるなど「波及効果」がもたらされるこ
と、これら３種の効果の発現が拠点のタイプによって異なることを明らかにした。 
 第四に、公営住宅の住戸を利活用した福祉的展開の可能性について、住戸利活用のマイナス面に関
する改善点、拠点に求められる空間条件をまとめ、岩間他による地域福祉援助の概念を建築計画・居
住環境分野へ敷衍し、「地域を基盤としたソーシャルワーク」には地域福祉拠点の場の提供、「地域福
祉の基盤づくり」には多様な人や用途が共存した地域とコミュニティが求められることを明らかにし
た。同時に設置が求められる場所など、今後の地域福祉拠点の展開への方向性を具体的に整理した。 
 本研究で得られた学術的成果の評価を整理すると、各施設がもたらす効果を、直接、間接、波及と
３段階に整理した点に独創性がみられ、既存建築物のストック活用とともに団地再生、さらには地域
福祉の推進に貢献するという明快な有用性がある。さらに都市部、郊外部における各種の施設を網羅
している点で体系的であり、各施設の実測調査、使用実態調査、利用者・運営者・団地住民に対する
アンケート調査による実証性の高いデータを分析している。最後に、福祉的利活用に消極的な多くの
公営住宅管理者に対して事実を持ってその可能性、有効性を示すとともに、福祉分野における地域福
祉援助の概念を建築計画的視点から発展させるという高度な論理性、論証性を持っていることから、
地域福祉拠点の展開方向を示唆するという普遍性を有しているといえる。  
 以上より、審査委員会は本論文が博士（学術）の授与に値するものと認めた。 
 
 
